
１．研究の背景と目的 

地域整備法(1)の活用には、公益性の高い施設整備に要す

る個別規制法の許認可制度の運用を特例扱いするという土

地利用調整の特例措置（以下、特例措置）が講じられる。

この特例措置には、土地改良事業８年未経過（以下、８年

縛り）農地を対象とした農振除外の許容が含まれ、産業用

地に加えて、農村活性化土地利用構想(2)（以下、農活構想）

に代表される大規模商業施設（以下、SC）用地確保のため

の農振除外手法とする活用が問題視されてきた1)。その後、

平成18年の改正まちづくり三法とそれを受けた平成21年の

農地転用許可制度の厳格化、さらには立地適正化計画（以

下、立適）制度等により、都市郊外でSCを許容してきた制

度環境が見直されている。しかし、特例措置を講じていた

企業立地促進法が地域未来投資促進法(3)（以下、未来法）

に移行したことで、誘致を試みる業種が製造、物流関連だ

けでなく、観光・まちづくり分野、教育・サービス等幅広

くなった。さらには製造業も含め企業用地の引き合いが活

発化する昨今では、従来のような特例措置ありきの制度活

用が懸念される。農村地域での土地利用調整に着目した研

究2)3）は従来からあるが、特例措置を活用した土地利用調整

に触れて問題視した言及1)4)5)は少ない。本研究は誘致業種

の選定で基礎自治体が主体的に取組める未来法(4)に着目し、

農活構想と同じ論理で発動する特例措置の実態からその運

用のあり方に示唆を与えることを目的とする。 

２．研究方法 

 本研究では、経産省が公表(5)する未来法基本計画から、

特例措置を講じる計画を抽出して記載内容を確認した上で、

土地利用調整事項を定めた重点促進区域を有する37市町村

に対して、その記載内容の事実確認、想定する事業主体、

特例措置の情報提供機関や主たる動機等をアンケート調査
(6)により把握する（３章）。次に、誘致業種や既往の上位計

画を踏まえ抽出した６市町を対象として、議会議事録や事

業関係資料、各種計画書等から特例措置活用の経緯、上位

計画や立適での即地性を予め確認した上で、各種行政計画

との関連性や関係機関からの情報提供及び指摘事項、さら

には関与する利害関係者等を、６市町の都市計画担当部局、

産業政策担当部局への対面のヒアリング調査(7)により明ら

かにし、特例措置活用の意思形成過程（４章）、未来法に基

づく事業と上位計画等との関係（５章）を評価する。 

３．特例措置を試みる未来法基本計画の全国的動向 

未来法の特例措置は、８年縛り農地の農振除外(8)を含む

農振法の特例と、市街化調整区域（以下、調整区域）の開

発許可制度を例外運用(9)する都市計画法（以下、都計法）

の特例（以下、都計法の特例）である。未来法基本計画で

指定する重点促進区域のうち、未来法第４条第２項第９号

の土地利用調整事項を定めた区域が特例措置の適用範囲と

なる。その範囲内で経産省ガイドライン(10)に従い市町村が

策定する土地利用調整計画（以下、調整計画）の事業に対

して、特例扱いで農振除外、開発許可が順次されていく。

ここでは未来法基本計画での記載内容(5)とアンケート調査
(6)から以下３項目の全国的動向を把握する。 

3-1.特例措置を講じる重点促進区域 

 令和元年６月現在で同意された未来法基本計画257計画

のうち、29計画54地区37市町村の重点促進区域で土地利用

調整事項が定められている（表１）(5)。未来法基本計画の

策定区域となる促進区域は、県単位（10計画）、複数市町村

の広域単位（７計画）、単独市町村単位（12計画）のいずれ

かの計画で構成されるが、県及び広域単位の促進区域でも
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重点促進区域の指定自体は基礎自治体の意向が反映される。 

 農用地区域を含む重点促進区域は、数haから数百ha規模

程度までと幅広い。広範囲にそれを含んで指定された区域

は、全てを農振除外するというよりは区域内であれば場所

を特定せず、どこでも特例措置を活用できるようにした対

応と想定される。また、農用地区域を含まない重点促進区

域５区域は都計法の特例のみを、調整区域と農用地区域を

含む19区域のうち12区域は両法の特例を必要としている。 

誘致を想定する業種は、製造業が過半を占め（50区域）、

次いで流通業（15区域）や研究業務事業（10区域）となる

が、未来法となり誘致業種の幅が広がったことで飲食物販

（７区域）や観光交流事業（４区域）を想定するものもあ

り、飲食物販には６次産業系施設以外にもSCの誘致を試み

る重点促進区域が３区域含まれる。 

3-2.事業主体と特例措置の必要性、情報提供機関 

 企業用地整備を想定する事業主体は、主として民間事業

者による個別開発との回答(6)が多く（42区域）、用地取得や

造成も含めて民間主導による事業を中心に活用されている

が、区画整理組合（３区域）による場合もあり、従来の地

域整備法のように基盤整備も含めて行政が支援する企業誘

致も見られる。次に、農振法の特例を必要とした理由(11)は、

「進出希望事業者の速やかな立地（38区域）」が最も多く、

農地転用許可手続きの円滑化や農振整備計画の全体見直し
(12)の時期を考慮せず対応できる点を評価したものと思われ

る。次いで「大規模な農地転用を想定（15区域）」、「８年縛

りへの対応（14区域）」であり、農活構想と同様に８年縛り

対策はもちろん、企業側が求める事業規模や進出場所に配

慮した活用が窺える。また、調整区域を含みながらも調整

区域の土地利用調整事項を定めない７区域(13)での都計法上

の対応を確認したところ、調整区域地区計画（６区域）、都

計法第34条第７号による既存工場との密接関連性を根拠と

した許可（２区域）等であり、これらは都計法の特例を活

用せずとも現行制度の枠内で対応できる、あるいは逆に都

計法の特例では対応できない事情があったと推察される。 

 特例措置に関する情報提供機関(11)は、未来法所管組織で

ある経産省（14団体）や県産業政策部局（15団体）が多い

が、農水省（３団体）や県農政部局（８団体）といった農

用地区域を保全する側の組織もある。さらに、重点促進区

域での進出を希望する民間事業者からの情報提供（３団体）

もあり、これらは製造業や流通事業者であるが、農活構想

の活用実態1)と同じく取組みの初期段階から企業進出を希

望する民間事業者が関与していた可能性が考えられる。 

3-3.上位計画での事前即地性及び立適との関係 

 未来法基本計画は、総合計画等自治体が策定する各種計

画（その各種計画には都市計画マスタープラン（以下、都

市マス）も含む）と調和が保たれる必要があるため(14)、未

来法基本計画中で記載する土地利用調整事項では、各種計

画との調和について言及される。ただし、特例措置を求め

ている未来法基本計画である以上、大半の基本計画が調和

を強調した言及であるため、総合計画、国土利用計画、都

市マスでの言及やこれら上位計画で即地化された土地利用

方針から客観的に判断する必要がある。そこで、重点促進

区域指定地の上位計画(15)での事前即地性を確認する（表１

中緑枠）。その結果、土地利用方針図等での都市的土地利用

を想定した事前即地性のある区域（◎○の11区域）よりも、

拠点的位置付けにとどまる等の即地性を明確に示せない区

域（□△▲の29区域）や、いずれの上位計画でも全く言及

のない場所にある区域（×の14区域）の方が多い。総合計

総計or 都市

国土計 マス∴

当別町 a ● ● 800 非線引き 716 × □ H30
(単) b ● 690 非線引き 487 × ×

● ● 22 19 特例適用 0 ◎ ◎◆
● 76 都計区域外 76 ×
● 26 非線引き 1 × ◎
● 9 非線引き 1 × ×
● ● 11 11 特例適用 0 × × R1.5
● ● 79 79 特例適用 40 × △
● ● 383 非線引き 21 × △ R2
a ● 88 非線引き 22 × △
b ● 143 143 特例適用 33 × △
c ● 60 60 特例適用 10 × △
● 27 非線引き 11 ◎ ×
● 11 非線引き 9 ▲ △
● 41 非線引き 16 × ×★
● 160 非線引き 60 × × H30.11
● 60 非線引き 20 ◎ ◎
● 8 非線引き 7 ◎★ 未策定
● 6 都計区域外 4 ×
● ● 25 25 調 5 △ △
● ● 71 71 特例適用 37 △ ◎ H30.6

静岡市 a ● ● ● 6 6 特例適用 0 × ×
(単) b ● ● ● 1 1 特例適用 0 × △◆

● 908 882 調 409 △ △
● 43 非線引き 27 × △
● ● 95 都計区域外 75 □
● ● 51 非線引き 35 × ◎

(広) a ● 197 151 調 91 ▲ □ R1.12
(単) b ● ● ● 190 144 調 64 ▲ × H31.2

● ● ● 101 非線引き 35 ◎ ○◆
いなべ市(県) ● 18 非線引き 11 × △ H31.1

● 14 14 7号 2 ▲ △◆ H30.10
● 67 非線引き 3 ▲ △
a ● ● ● 585 563 特例適用 299 × △
b ● ● ● 425 425 特例適用 223 × △
c ● 857 非線引き 206 × △
d ● 358 318 特例適用 213 × △
e ● ● 202 155 特例適用 82 × △
f ● 84 71 特例適用 37 × △
g ● 171 145 特例適用 83 × △
h ● 84 78 特例適用 3 × △
i ● 67 非線引き 41 × △
a ● ● ● 151 118 特例適用 51 △ □
b ● 101 非線引き 44 × □
c ● 94 非線引き 20 × ×
d ● ● ● ● 34 非線引き 11 × × H30.3
e ● 103 非線引き 60 × ×
● 21 都計区域外 21 × ×
● ● 46 18 調,7号,市 4 △ ◎◆ R1
● ● ● 23 23 調 10 ◎ ◎
● 14 都計区域外 10 ×

● ● 不明 非線引き 不明 不明 不明 不明
● ● 2 2 特例適用 0 × × H30.8
● ● 17 非線引き 11 ◎ ◎ R1.9
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光

交

流

製

造

市町村(赤字:

立適策定済

み,青字:策定

中)▽

A市(県)

D市(単)

伊那市(広)
高森町(広)
喬木村(広)
塩尻市(単)
磐田市(県)

筑西市(広)

Ｃ市

公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.55 No.3, 2020年10月 
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.55 No.3, October, 2020 

- 363 -



画では、行政裁量に幅を持たせる意味で即地的記載をあえ

て避けている場合も想定されるが、都市マスで土地利用方

針を明示しながらも事前即地性のない場所で重点促進区域

を指定した自治体では、上位計画の実現手段というよりは、

事業が先行して未来法が活用されたことを窺わせる。 

 次に、立適は策定14市町、策定中３市町でそれ以外は未

策定であり、策定14市町のうち立適上で機能集積等に言及

された重点促進区域は５区域ある。また、工場や流通業務

施設は立適の誘導施設とならないが、誘導施設となり得る

SCを誘致する３市中、１市は立適策定済み、２市は未策定

である。都市郊外でのSC誘致は、それ自体が立適制度の趣

旨に反する可能性が考えられるため、立適制度の意義や同

制度との整合性を特に重要視すべきである。 

 以上を踏まえ本研究では、未来法で新たに可能となった

業種誘致を試みる４市町（観光系物販飲食施設を誘致する

Ｅ町ｄ区域、SCを誘致するＣ市ｂ区域+Ｄ市+Ｆ市の全市）

を含む６市町(16)11地区を抽出し次章以降で詳細に析する。

これらは、調整区域の有無（都計法特例の要否）、事業主体

の違い、上位計画での事前即地性、立適での位置づけ有無

といった、各視点の両特性に該当する区域を含んでおり（表

２、３上段）、次章以降で各特性毎の詳細な知見が得られる。 

４．特例措置活用に至る意思形成過程 

 農活構想と同様に、未来法基本計画でも施設誘致を試み

る基礎自治体の他、特例措置の情報提供機関や想定される

事業主体がその策定過程に関与する1)。本章では抽出した

６市町での取組みや各主体の係りを時系列的に仔細に把握
(7)することで（表２、３）、特例措置発動の要因を評価する。 

4-1.特例措置の必要性 

(1)農振法の特例（農用地区域で指定しないＡ市を除く） 

 いずれも進出希望事業者を可能な限り速やかに立地させ

るために未来法を活用している(6)。Ｅ町ｄ区域は、酒造会

社Ｋ社から当該地での観光系物販飲食施設の進出計画を受

けて、同区域を県営中山間地域総合整備事業の受益地から

予め除外したことで８年縛り農地の対象外となったが、農

地転用許可手続きの迅速化(17)を期待して未来法に基づく事

業としている。また、線引きのＣ市（農活構想で整備した

産業団地(18)とその周辺に重点促進区域を指定し、SC、ホテ

ル、流通業務施設、ものづくり産業施設を誘致）は、第７

回線引き見直し予定時期（R3.3）と企業誘致を連動できな

いこと、さらにＦ市（IC予定地周辺にSCを誘致）も、農振

除外を試みる区域が県道東側一帯の圃場整備事業から外れ

ていたが、農振整備計画の全体見直し（R2.2）と連動した

農振除外ができず、かつ農振除外目的や規模からして個別

の農振除外(19)でも対応できないため、未来法に基づく公益

性の高い事業とすることで弾力的農振除外を試みている。

 次に、８年縛り対策として特例措置を活用したＢ市（工

業系用途地域周辺で工場、流通業務施設を誘致）、Ｄ市（ス

マートIC予定地周辺でSCを誘致）、Ｅ町ａ＋ｂ地区（ICや大

学周辺で工場、流通業務施設、研究業務系施設を誘致）は、

いずれも受益地が広範囲となるかんがい排水事業等完了後

８年未経過に該当したことが未来法に取組む主たる動機で

ある。さらにＣ市は、８年縛り対策を直接の動機としてい

ないが(6)、未来法に基づく事業とすることで特例措置での

農振除外が可能となるため、県営集落基盤整備事業の受益

地から予め除外していたSC事業計画を見直し、開発事業者

Ｔ社が当初計画提案した受益地約10ha（図２中上段中央図

①）を含む計画へと変更させている。 
表２：Ａ市、Ｂ市、Ｅ町での重点促進区域の取組み総括（上段）と上位計画等時系列的因果関係（下段） ※◎○□△▲×は表１と共通 

拠点法特例措置で大学研
究用地を農振除外(H11.9)

拠点地区内に残さ
れた民間開発ｴﾘｱ
内の農用地区域を
農振除外(H27.8)

基本計画同意(H29.12)
拠点地区を重点促進区域

区域区分見直し+立適見直し(予定)
市街化区域＋都市機能誘導区域指定

土地利用ﾏｽ策定(H14.3)
市街地周辺ｴﾘｱとし、都市
拠点(北部拠点)に位置づけ

都市ﾏｽ策定
(H13.3)
先端科学技術
研究開発地区
整備事業を位
置づけ

都市ﾏｽ策定(H22.3)
未利用地解消や当時の経済情勢から、農
業環境保全ｿﾞｰﾝ+田園集落ｿﾞｰﾝに指定

都市ﾏｽ見直し(予定)
重点促進区域を根拠に工業系用途地域を想定

調整計画策定
予定(R2.3)

ｼﾝｸﾀﾝｸと未来法+農村法の
活用可能性協議(H30.7)

4-1(1)

８年縛り農地で未来法
特例措置を活用した
企業進出意向

未来法の特例措置
で農振除外(予定)

県営かんがい排水事業着工(S62～R3)

基本計画同意(H30.12変更)
農振農用地に対象重点促進区域を拡大

4
-
1(
1
)

重点促進区域(d区域)で調整計画策定
+K社未来法牽引事業計画策定(H30.3)

都市ﾏｽ見直し業務着手(R1.5)
重点促進区域の指定を受けた新規産業ｿﾞｰﾝの検討

未来法の特例措置で農振除外(H30.7)

K社開発計画地を
県営中山間地域
総合整備事業
(H29～R3)の受益
地から予め除外

国営かんがい排水事業1+2期着工(H11～27)
重点促進区域(a+b区域)が8年縛り該当

地方経済局との打ち合わせで未来
法活用を勧められる(H29.3)

町幹部議会答弁(H29.6)
未来法特例の活用を検討

JCT設置でｱｸｾｽ性向上（H27.3）
JCT隣接IC周辺で企業進出意向が活発化

県主催説明会に参加(H29.7)→
基本計画同意(H29.9)
町内５地区で重点促進区域指定

都市マス策定(H22.3)
重点促進区域(a+b区域)の一部で新規産業ｴﾘｱ指定他
区域は開発具体性がなく農地とする土地利用方針

K社未来法牽引企
業に選定(H29.12)

事業者等民間組織産業政策担当部局行政執行部+企画担当部局 都市計画担当部局 農政担当部局

土地対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄﾁｰﾑ発足(H30.5)

Ａ市 Ｂ市 Ｅ町(重点促進区域a～e区域は表1、図１と対応)

朱書き番号は本文中の章節項に対応

研究開発施設用地の一
部で工場の必要性提起
(拠点法特例適用不可)

都計法の特
例の必要性
を県に申出

都市ﾏｽ+立適策定(H29.4)
生活拠点地区とし、将来の市街化区域
編入+都市機能誘導区域指定に言及

Ｙ社による研究開発施
設、ﾎﾃﾙ、託児複合施
設の開発許可(H27.8)

第1次総合計画策定(H20.10)
企業集積地として当該地の整備に言及

企業用地最大39haのﾆｰｽﾞ確認→農振法の特
例を活用する基本計画変更方針確定(H30.8)

国営土地改良事業1+2期着工(H18～R4)

K社が町+地権者に開発計画説明(H28.10)

県開発審査
会付議基準
12改定
(H30..1)

4-1(2)

4-1(2)

立適での位置
づけ

4-1(2)

4-2(2)

4-2(2)

5-1

5-1

5-1

5-2(2) 5-2(2)

5-3

5
-
3

4-1(2)

拠点法基本計画で拠点地区指定 (H11.3)

市長議会答弁(H29.3)
企業誘致のための農振除外等の土
地利用制度手法の研究を進める

基本計画同意(Ｈ29.9当初計画)
農振除外の土地利用調整事項は未規定

4-1(1)

都市マスでの
即地性※

事業主体と開
発手法

都計法の特例

農振法の特例 要(8年縛り、未利用地の残存、迅速な施設誘致)否(拠点法により既に農振除外済み)

要(拠点法による特例許可対象外施
設を建設するため)

民間事業者、開発許可(拠点法の特
例で調整区域全域が許可済み)

◎(都市ﾏｽ上で整備地区を特定)

策定(将来の市街化区域編入+都市
機能誘導区域指定を想定)

民間事業者、開発許可等個別開発(農工団地内に
未利用地があり農工団地による面整備は不可)

民間事業者、開発許可等個別開発(農工団地のような面整
備は財政上困難、民間主導によりリスク回避)

△(区域ﾏｽ策定時に工業流通団地拡張方針提示を
試みるも不採択)→次期都市ﾏｽ改正で反映

策定(工業流通系施設、用途地域外はそもそも立適
の範疇外)

要(迅速な施設誘致、a+b区域：8年縛り該当)

要(a区域：市街化区域編入を前提とする県の姿勢により開
発許可に拠らざるを得ない) 他区域は非線引き

未策定(町村のみが合併した町なので都市の構造からして
なじまない)

a区域:□、他区域:×(旧町村の総合計画等では都市的
土地利用を即地的に明示)→次期都市ﾏｽ改正で反映

(非線引き)

情報提供機関県からの制度説明 県からの制度説明、民間ｼﾝｸﾀﾝｸ、民間事業主体 県からの制度説明、地方経済局からの情報提供

4-3

4-3

4-3

県開発審査会提案
基準追加(H29.9)

5
-1
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(2)都計法の特例（非線引き都市計画区域を除く） 

 Ａ市（工場、研究開発施設を誘致）、Ｃ市、Ｅ町ａ区域の

重点促進区域が調整区域を含み、うちＣ市を除く未来法基

本計画が都計法の土地利用調整事項を定めている。Ｅ町ａ

区域はIC周辺での企業進出相談を受けて、調整区域地区計

画での対応等も従来から検討してきたが、あくまでフレー

ムに基づく市街化区域編入に県が拘る姿勢であるため、線

引き見直しに捉われない開発許可制度での企業誘致策が必

要とされた。また、Ａ市の重点促進区域は平成11年に地方

拠点都市法(20)（以下、拠点法）の拠点地区に指定されてお

り、大学研究施設が既に立地する他、調整区域の同区域全

てが拠点法の特例措置で既に農振除外、開発許可されてい

る。ただ、拠点法の特例措置は今まで研究開発関連施設に

限定して適用していたため、開発許可区域内での工場新設

を許容できるように、都計法の特例のみを適用する重点促

進区域の指定を県に申し出ている。一方でＣ市は、SCを含

む誘致施設が国の未来法基本方針で定めた都計法の特例適

用施設(21)に合致しないことを理由に、都計法の特例の活用

を見合わせている。県農政部局から農振法の特例活用の同

意さえ得られれば、都計法の対応はフレームに捉われない
(22)調整区域地区計画を経た開発許可で事業化できると判断

し、後述する都市マス改訂とあわせた措置が採られている。 

 このように、農振法の特例には基礎自治体にとってほぼ

共通のメリットを確認できる反面、都計法の特例には誘致

する施設用途や県担当部局の対応等により、その適用の仕

方や汎用性にバラつきがあると考えられる。 

4-2.開発手法と農振除外手法の選択 

(1)開発手法（拠点法で既に開発許可されたＡ市を除く） 

 前章で述べたように、企業用地整備は主に民間事業主体

を想定しているため、個別の農地転用や開発許可が中心で

あり、区画整理事業としたＤ市とＦ市以外がそれに該当す

る。両市以外は、従来の農工団地開発のような面整備を伴

う手法は財政的理由で不可能であり、リスク回避できる未

来法による個別開発が適切という点を評価している。一方

で、Ｄ市は地権者の意向(23)、Ｆ市は合意形成や権利調整の

必要性から、区画整理事業で整備する方向で準備組合が設

立されている。前章でも述べたように、特例措置の活用理

由に速やかな企業誘致が多い(6)ことからも、個別の用地交

渉による開発の方が遅滞なく整備できるため、こうした企

業用地を提供する側の特別の事情がない限りは、未来法に

よる企業誘致は個別開発を中心に行われると推察される。 

(2)農振除外手法（農用地区域で指定しないＡ市を除く） 

 農振除外手法の制度を選択した経緯を見ると、いずれの

市町も27号計画(2)の限界を指摘している。その主な理由は、

平成21年の農地転用許可制度の厳格化を受けた農振法省令

の改正により、27号計画の対象施設が「地域の農業の振興

を図るために必要な施設」に限定(24)されたことであり、特

にSC誘致を試みる３市では27号計画の活用は困難となった。

また、地域農業への振興に関する定期的検証も同省令改正

で必要とされ、工場誘致を試みるＢ市や地域未来牽引企業
表３：SC誘致を試みる３市での重点促進区域の取組み総括（上段）と上位計画等時系列的因果関係（下段） ※◎○□△▲×は表１と共通 

ｺﾝｻﾙ業務委託
(H29.11)
区画整理による
面整備妥当、農
振除外が課題

Ｃ市(土地利用調整区域の①～③は図２と対応)

市長議会説明(H27.12)
市民参加による協議会、意見募集等に
よる検討結果としてSC事業支援を表明

Ｔ社が市にSC事業計画案
提示、進出候補の小売業Ｉ
社の進出賛同が得られて
いる旨を説明(H27.4～7)

都市ﾏｽ中間見直し(H24.2)
土地利用調整区域の殆どが農地の保全を図るｴﾘｱ

都市ﾏｽ改訂(H31.3)
商業系・工業系開発
計画地に指定

都市ﾏｽ改訂予
算案提出(H29.6)

①②で調整計
画策定(H31.2) 広域基本計画同

意(H31.3変更)
④の誘致業種変
更,一部区域拡大

③で調整計画策定+T社未来
法牽引事業計画策定(R1.12)

調地区都市計
画決定(予定)

T社未来法牽
引事業計画
策定(R1.9)

地方農政局に
同事業計画概
要説明(H28.10)

第5次総合計画策定(H28.3)
後期基本計画で「IC周辺の開発
を可能とする取組み」の言及追加

経産省本省担当者を招
き現地視察と検討法案の
情報提供(H29.4)

農村法より未来法の方に
取組む方針説明(H29.6)

8年縛り農地を対象にSC用地10haを拡大

市基本計画同意(H29.9) 広域基本計画同意(H29.9)

Ｄ市

農振計画見直し(H30.10)
｢高度な土地利用調整が
必要な大規模農地｣明記

第2次国土利用
計画策定(H30.3)
都市ｿﾞｰﾝに指定

基本計画同
意(H29.12)

立適の基礎調査に着手(H26)

県営かん
がい排水
事業着工
(H22～28)

第2次総合計画策定(H29.3)
「大型商業施設誘致等促
進」「都市ﾏｽ及び立適に基
づく用途地域見直し」言及

都市ﾏｽ策定(H21.8)
主に新住宅地とする住居系用途を想定

農村法実施計画策定
→農振除外(R4予定)

用途等都決(R4.予定)→
都市機能誘導区域指定

広域交流地区設定方針確定

農水省本省よ
り農村法検討
案の情報提供
(H29.1)

市長が議会で農村法可
能性言及(H29.12)

農村法ﾋｱﾘﾝｸﾞで
県に小売業等を
追加業種とする
よう要望(H30.2)

都市ﾏｽ策定(H21.11)
都市計画区域の再編、先導的都市拠点の前
身地で主に工業・流通業務ｿﾞｰﾝに指定

都市ﾏｽ改訂 地域別構想策定(H27.10)
市街地拠点・産業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ拠点で「先導的都市
拠点」 (「その他産業用地」等)に指定

人口ﾋﾞｼﾞｮﾝ+地方版総合戦略策定(H28.2)
先導的都市拠点での人口ﾌﾚｰﾑ設定

先導的都市拠創出ﾋﾞｼﾞｮﾝ策定(H29.8)
地域別構想改訂（沿道ｻｰﾋﾞｽ地拡大、地域生
活機能誘導ｿﾞｰﾝ指定)

基本計画同意(H29.9当初)
重点促進区域の指定なし

第2次総合計画策定(H30.3)
都市ﾏｽ将来都市構造図継承
「市民・観光客の利便性も考慮
した商業施設立地推進」等言及

先導的都市拠創出ﾋﾞｼﾞｮﾝ策定業務(H28)
市民ｱﾝｹｰﾄや自治会意見交換実施

未来法特例措置の検討(H30.6)

調整計画
策定 (R1.9) 農振整備計画全体見直し(R2.2)

都市計画区域再編(H22.8)
旧Ｏ村+旧S町での線引き廃止→廃
止旧町村でI社SC立地、人口増加

未来法特例措置で農振除外(R4予定)

事業計画の全
体像公表(H28.8)

Ｆ市

立適公表(H29.9)
広域交流地区(将
来の都市機能誘
導区域) 指定

事業予定地
地権者の9
割が賛同
(H27.8)

区画整理準備組
合が農村法活用
を了承(H30.10)

地元協議会
設置(H28.8)

区画整理準備組合設立(H28.5)
小売業I社出店計画浮上

地権者有志会設立(H27.7)

当該地での商業施設の必要性が明確化

区画整理準備組合設立(R1.9)

外資系小売業C
社の出店意向
浮上(H30.12)

基本計画同意(H31.1変更)
先導的都市拠点での商業・
物流施設分野追加、重点
促進区域指定

農村法県基本
計画策(H31.2)
小売等導入業
種の追加

事業者等民間組織産業政策担当部局行政執行部+企画担当部局 都市計画担当部局 農政担当部局

5-2(2)

一部で8年縛り該当農
地が含まれたため、事
業規模を14.3haに縮小

集落基盤整備(かんがい排水等)事業着工(H23～28)

4-1(1)

4-1(1)

4-1(1)

4-1(2)
第7回定期線引き見直し(予定)

未来法の特例措置
で農振除外(予定)

4
-1
(1
)

4-2(1)

5-3

4-2(1)

4-
2
(2
)

4-3

都市ﾏｽ改訂(H31.3)
「広域交流地区」として「地区
商業地」「複合系利用地」に
指定、用途地域指定検討

5-2(2)

ｺﾝｻﾙ業務委託(H29.9)
農政・都計協議支援

5-3

4-1
(1
)

5
-1

5-1

立適での位置
づけ

都市マスでの
即地性※

事業主体と開
発手法

都計法の特例

農振法の特例 要(迅速な施設誘致(市街化区域指定に拠ら
ない農振除外))

否(誘致施設は未来法基本方針に合致せず)

民間事業者、開発許可(調整区域地区計画)

×(農地の保全を図るｴﾘｱ→①を商業系開発
計画地、他は工業系開発計画地に改訂)

未策定(都市政策上の観点から策定しない
方針)

組合施行土地区画整理事業(個別開発を望まな
い地元の意向(補注23))

策定(将来の都市機能誘導区域、用途地域の指定
を想定した広域交流地区を指定)

要(迅速な施設誘致(次期農振整備計画の見直しス
ケジュールに捉われず農振除外)

○(沿道以外は専用住宅地→地区商業地、複合系
利用地に改訂)

未策定(立適を策定せずとも整備財源を得る補助制
度が拡充されている地域に位置するため)

◎(都市マスを複数改訂し土地利用方針が確定し
た後に重点促進区域指定)

要(迅速な施設誘致、８年縛り該当)

組合施行土地区画整理事業(地権者間の権利調整
のため)

(非線引き) (非線引き)
情報提供機関 県からの制度説明県から制度説明、経産省本省から情報提供 県からの制度説明、農水省から情報提供(農村法)

4-3

4-3

朱書き番号は本文中の章節項に対応

5
-2
(2
)
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の企業用地の拡張を27号計画で対応したＥ町でさえも、27

号計画と比較した未来法の優位性を評価している。さらに

Ｂ市は、未来法と同時施行した農村法(4)で取組むにしても、

同法の前身法で整備された農工団地内に未利用地が残存す

るため、別制度の枠組みで農振除外協議に臨んだ方が未利

用地の指摘を可能な限り回避できる点を評価している。 

 一方で、Ｄ市は未来法で当初取組んでいたが、農村法基

本方針が策定される際に、唯一小売業、飲食業を新規導入

業種に加えるよう県に要望し、その要望が反映されたこと

で、農村法の特例措置で農振除外を試みる方針に転換して

いる。この方針転換により、農村法による事業として再協

議に臨む必要があり、Ｂ市と同様に既存の農工団地内の未

利用地が土地利用調整上の課題となるが、農村法では未来

法に無い「事業用地譲渡による特別控除(25)」の支援優遇措

置を適用できるため、この課題を克服(26)してでも農村法を

優先に取組む方針である。ただ、従来の未来法での対応も

排除しておらず、重点促進区域を存置することで、農村法

の協議が不調和となった場合での特例措置も残している。 

 4-3.特例措置の情報提供機関 

 いずれも未来法施行後の県主催の説明会等を通じて、特

例措置を含む情報提供を受けているが、Ｃ市、Ｅ町は法案

成立前から独自に経産省から情報を得ている。Ｃ市は、多

様な業種にも特例措置を適用する法案の内容を経産省から

直接情報収集し、同省担当者を

市に招く等、未来法活用を中心

に検討してきた。Ｅ町も、地方

経済局から同法の活用を勧めら

れ、県産業政策部局の協力を得

て未来法に取組んでいる。さら

に、農村法に転換したＤ市も、

農水省から農工法改正(4)の情報

提供を法改正前から直接受けて

おり、前章の結果を見ても特例

措置活用には主に行政機関が深

く関与していたことが窺える。 

民間主導型の農活構想の実態
1)と異なり、未来法の特例措置

が行政機関を中心に情報提供さ

れる背景には、未来法施行後間

もないことが考えられる。ただ、

前章で既に民間事業者の情報提

供も確認され、そのひとつのＢ

市は特例措置は既に庁内で把握

されていたが、農用地区域を含

めた重点促進区域の拡張は、特

例措置の活用を望む進出企業や

市委託のシンクタンクの助言を

受けて取組まれた。また、SC用

地を整備する３市の事業主体は

いずれも未来法の活用を提案し

ていないが、Ｄ市は区画整理事業の検討業務を委託したコ

ンサルタントからの提案を受けて、区画整理予定地となる

農用地区域を、農振整備計画上で「高度な土地利用調整が

必要な大規模農地」とする市独自の対応(27)により（図２中

段）、農林調整の円滑化を試みている。 

５．重点促進区域指定範囲と上位計画・立適制度との関係 

 本章では、６市町の重点促進区域と上位計画との関係を、

２章で述べた研究方法により即地的かつ時系列的に確認す

ることで、上位土地利用方針との整合性をパターン別に評

価し、立適制度との関係も含め整理する（表２、３上段）。 

5-1.上位計画の実現手段－パターンＡ 

 Ａ市とＦ市は、重点促進区域の指定時点で既に上位計画

で定められた土地利用方針と整合した企業誘致を想定して

いる。Ａ市の区域は、従来から拠点法の拠点地区（H11.3）

であるため、後に策定される旧市の都市マス、土地利用マ

スタープラン(28)、総合計画で拠点地区を踏まえた方針を既

に定めていた他、重点促進区域指定前の都市マスでも工業･

業務系の市街化区域拡大地とする方針が示されている。Ｆ

市の区域も、その指定の前年度に策定した先導的都市拠点

創出ビジョン（都市マス地域別構想に相当）の沿道サービ

ス地で指定し、総合計画（H30.3）でも同拠点での商業施設

立地の推進等を定めている（図２最下段）。両市とも上位計

重点促
進区域
用途
地域
農用地
区域内
農地
農用地
区域外
農地

未来法基
本計画凡
例

既存環境
保全ｿﾞｰﾝ

専用住居ｿﾞｰﾝ
都市ﾏｽ
(H22.3)☆

未来法基本計画(H29.7)

200m

↑N

新居住
ｿﾞｰﾝ

※都市ﾏｽ
(H22.3)位
置付けなし

旧K村総合計
画(H8.3)☆

産業立地
ｿﾞｰﾝ

未来法基本
計画(H29.7)

300m↑N

旧Ｍ町21世紀都市
構想計画(H8.3)☆

商業ｿﾞｰﾝ

新集落
ｿﾞｰﾝ

集落
整備

居住街区

農地

大学
ｿﾞｰﾝ

集落
整備

農地
既存環境
保全ｿﾞｰﾝ
田園景観
保全ｿﾞｰﾝ
専用住居
ｿﾞｰﾝ
複合住居
ｿﾞｰﾝ
産業振興
ｿﾞｰﾝ

新規産
業ｴﾘｱ

都市ﾏｽ
(H22.3)☆

200m ↑N

未来法基本計画(H29.7)

27号計画で
敷地拡張す
る地域経済
牽引企業

未来法基本計画(H30.12)

公設産業団地

残存農地活用
を促す姿勢と
して新たに市
が整備した産
業団地

300m ↑N

田園景観
保全ｿﾞｰﾝ

新規産
業ｴﾘｱ

産業振興ｿﾞｰﾝ 複合住居
ｿﾞｰﾝ

当初未来法基
本計画(H29.9)
では重点促進
区域外とされ
た農用地区域

旧市都市ﾏｽ策
定(H11.12)
営農環境の保
全を図る地区
として明記
→工業流通団
地の拡張を想
定した特定地
域の指定を検
討(県に提出し
た区域ﾏｽ白地
方針の旧市町
案(H14.10))

ゆとり住居ｿﾞｰﾝ
工業流通業務ｿﾞｰﾝ
田園集落ｿﾞｰﾝ
農業環境保全ｿﾞｰﾝ

都市ﾏｽ(H22.3)

区域ﾏｽ白地方針
指定要望地域(H14.10)

混合地域

都市マス(H22.3)☆

特定地域

工業･流通
ｿﾞｰﾝ

商業ｻｰ
ﾋﾞｽｿﾞｰﾝ

新市街地整備

新公共
施設地区

大規模経
営農地

旧Ｍ町21世紀都市
構想計画(H8.3)☆

集落
整備

※

Ｅ
町
ｂ
区
域

Ｅ町ａ区域

Ｅ町ｅ区域Ｂ市

☆都市マス等上位計画は計画書原本の土地利用方針図、構想図を引用し加筆

図１：都市マス以前に都市的土地利用を想定した場所で指定したＢ市、Ｅ町の重点促進区域 
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画と整合するため、上位計画の実現手段とした未来法の活

用であることが窺える。ただ、合併後に策定したＦ市の都

市マスは、線引き廃止を伴う都市計画区域の再編（H22.8）

により生じた地域間格差(29)の是正措置として、工業･産業

系土地利用から商業系土地利用を想定する区域へと、段階

的に変更を繰り返した経緯がある（表３右、図２最下段）。

重点促進区域は区画整理事業の予定区域と一致して指定し、

この区画整理事業の検討過程では外資系Ｃ社等複数の小売

事業者が関心を示している。これら小売事業者が地域経済

牽引事業者となり地元産品の販売や地域雇用をするとして、

SC用地となる区域では既に調整計画が策定されている。 

5-2.上位計画と整合しない重点促進区域 

 前節の２市以外の重点促進区域は上位の土地利用方針と

即地的又は質的に整合せずに指定されている。 

(1)以前の開発指向型土地利用方針の再燃－パターンB1 

 Ｂ市の重点促進区域は、当初は工業系用途地域を中心に

指定されたが、立地場所を限定した企業進出要望や今後見

込まれる企業用地需要を想定して未来法基本計画を見直し

（H30.12）、都市マス（H22.3）の農業環境保全ゾーンを含

めて区域を拡張した。都市マスの土地利用方針では事前明

示していないが、拡張地が用途地域に挟まれた場所であり、

都市マスの将来都市構想図上の産業拠点として大まかに捉

えて欲しいと県に説明したことで認められている。しかし、

この拡張は工業系用途地域等に広く未利用地を抱える(30)中

で行われ、「公設産業団地には未

利用地がほぼない」、「相続税猶

予対象の農地もあるため事実上

農地転用は困難」、「新たに公設

産業団地を整備して市としても

未利用地解消に取組む」等を県

農政部局に説明し実現している。 

 次に、重点促進区域を５区域

指定したＥ町は、ａ及びｂ区域

が都市マス（H22.3）の新規産業

エリアを一部含むが、同エリア

外は主に田園景観保全ゾーンで

あり、他３区域は都市的土地利

用の方針が全く示されていない。

新規産業エリアを含む前者２区

域は、重点促進区域が制度上大

字単位等で広い範囲を指定でき、

両地区とも８年縛り該当農地で

あるため、新規産業エリア外で

の特例措置活用も見込めるよう

に、都市マスで位置付けのない

範囲も含めて指定された。さら

に調整計画を策定したｄ区域は、

地域経済牽引事業者となるＫ社

が都市マスを考慮せず開発計画

を提示したため、ｃ＋ｅ区域は

同じIC周辺のａ区域と均衡ある発展を期待して企業進出要

望があれば迅速に対応できるようにするために指定された。

経産省や県産業担当部局は都市マス上での位置づけを重視

しなかったことで、指摘なくその指定が受容されている。 

 このように両市町とも都市マスと整合しない重点促進区

域の指定だが、それ以前に検討された両市町の土地利用方

針では、当該地で都市的土地利用を想定したゾーニングが

試みられていた（図１）。合併前のＢ市は、県が都市計画区

域マスタープラン上に「白地地域等の土地利用方針(31)」を

定めることになり、その際に重点促進区域となる範囲も含

めた用途地域周辺を、産業用地の拡張を想定した特定地域

にするよう県に要望した経緯がある（H14.10）。また、Ｅ町

都市マスで新規産業エリアから外れたａ+ｂ区域の一部には、

旧町が策定した「21世紀都市構想計画(H8.3) (32)」で工業・

流通ゾーンや商業サービスゾーン、新集落ゾーン等の都市

的土地利用を想定した区域が含まれており、ｅ区域も旧村

の総合計画（H8.3）で産業立地ゾーン等とされていた。両

市町の都市マスとも市街化抑制を基調とする土地利用方針

が一度は示されたが(33)、その後の見直しで重点促進区域を

踏まえた方針を示すことが検討されており、未来法を介し

てかつての開発指向の方針が蘇る上位計画が提示される。 

(2)重点促進区域を追認する上位計画－パターンB2 

 前節のように、Ｂ市、Ｅ町は重点促進区域を追認して都

市マスを改訂する方針だが、Ｃ市とＤ市では既に追認した

図２：SC誘致を試みる３市での上位計画土地利用方針の変遷と重点促進区域との関係 
 

工業・流通
業務ｿﾞｰﾝ

地区商
業地
複合系
利用地
沿道系
住宅地
専用系
住宅地
農業生
産地域

公
共
施
設
等

沿道系
商業地
専用住
宅地
農業生
産地域

公
共
施
設
等

田園
地域

開発誘
導ｿﾞｰﾝ

市街地
地域

都市ﾏｽ
(H21.8)☆

旧市国土利用
計画(H5.3)☆

合併後第
１次国土
利用計画
(H20.10)
で都市地
域に指定

未来法基本計
画(H29.12)

用途
地域

改訂都市ﾏｽ
(H31.3)☆

200m ↑N

商業系開発計画地
工業系開発計画地
産業工業系土地利利用

未来法に取組むことで
開発計画地が拡張され
た８年縛り受益地

①商業,観光
施設用地

②流通施
設用地

③

④

ものづくり産業施設用地
(促進区域広域単位の未
来法基本計画で指定)※

200m ↑N

調整計画策定で
提示した代替地

都市ﾏｽ(H24.2)☆

工業系土地利用を図るｴﾘｱ

農地の保全及び集落の住
環境の保全を図るｴﾘｱ

↑の拡張予定地

都市ﾏｽ(H21.11)☆

農住
共生
ｿﾞｰﾝ

専用住宅ｿﾞｰﾝ

緑地ｿﾞｰﾝ

改訂都市ﾏｽ(H27.10)☆

その他
産業地

沿道ｻｰﾋﾞｽ地

農地

専
用
住
宅
地

森林・緑地 先導的都市拠創出
ﾋﾞｼﾞｮﾝ (H29.8)☆

森林
緑地

沿道ｻｰﾋﾞｽ地

地
域
生
活
機
能

誘
導
ゾ
ー
ン

その他産業地
専
用
住
宅
地

農地

未来法基本計画(H31.1)
調整計画(R1.9)

100m↑N

県
道

未来法基本
計画凡例：

重点促進区域＊ 調整計画策定区域(Ｃ市※+Ｆ市) 区画整理事業検討地(Ｄ市) 用途地域
農用地区域内農地 農用地区域(山林･雑種地等) 農用地区域外農地

※Ｃ市の④は予定地＊Ｃ市は促進区域を市域単独とする未来法基本計画の重点促進区域b区域

用途
地域

農振整備計
画(H30.10)
で高度な土
地利用調整
を要する農
用地に指定

Ｄ
市

Ｃ
市

Ｆ
市

調整計画(H31.2)

未来法基本計画(H29.9) 改訂都市ﾏｽ(H31.3)☆

上
位
計
画
整
合

上
位
計
画
用
途
不
整
合

上
位
計
画
不
整
合

（

）

（

）

（

）

☆都市マス等上位計画は計画書原本の土地利用方針図、構想図を引用し加筆
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改訂がされている（図２上２段）。Ｃ市都市マスの中間見直

し（H24.2）では、流通産業団地を一部拡張する範囲以外は

「農業の保全及び集落住環境の保全を図るエリア」とされ

たが、その後Ｔ社から当該地でのSC事業計画が提案され、

議会や地元協議会での検討を重ねた上で同事業を推進する

こととなり、後の総合計画後期計画（H28.3）では前期計画

で言及の無いIC周辺開発への取組みが追加された。その後、

未来法特例措置を活用することで事業計画区域を画定させ、

都市マスで位置付けの無い当該地で重点促進区域を指定す

るために、都市マスの改訂を１年前倒しすることになった。

都市マス改訂の取組みを未来法基本計画上で言及すること

で、上位計画と調和した指定であることが強調されている。

重点促進区域は、調整計画策定時に土地の代替性を説明す

る４箇所の候補地が拾えるよう、事業計画区域を含む一定

の範囲で指定され、その候補地は「白地農地でも不形成の

土地は開発不適地」、「道路とのアクセス性が劣る」等の理

由で、事業計画区域がそのまま調整計画の対象区域とされ

た(34)。実際に改訂された都市マスでは、調整計画の対象区

域を「商業系開発計画地」等とする土地利用方針が定めら

れている。SCを誘致するＦ市と異なり、地域経済牽引事業

者は施設用地を整備する側のＴ社だが、その施設には地場

産品を販売するとした小売業者Ｉ社やホテル経営を担うＲ

社等を協力企業として参画させており、地域経済の発展に

資する企業誘致を強調している点はＦ市と同様である。 

 次に、Ｄ市の重点促進区域は、旧市の国土利用計画（H5.3）

で開発誘導ゾーンに指定される等、Ｃ市と異なり従来から

都市的土地利用を想定する区域とされていた。当該地は新

幹線駅設置を見据えた開発構想が検討され、合併後の都市

マス（H21.8）でも用途地域拡大を想定した市街地誘導地区

とする等、即地的には整合する場所である。しかし、その

都市マスでは当該地内の沿道の後背地を主に専用住宅地と

する方針が示されていた。その後、当該地での区画整理事

業が具体化する過程で、住宅主体では事業成立に限界があ

るとして、小売業者Ｉ社の進出を含む企業用地主体の計画

が浮上する。市としてもSC誘致は地方創生に繋がるとして、

総合計画（H29.3）でSC等の誘致を当該地で促進する方針を

示し、未来法基本計画上でも上位計画と整合する重点促進

区域であることが強調され、県との協議でもこの用途不整

合に関する指摘はなかった(35)。ただ、重点促進区域指定後

に改訂された都市マス（H31.3）では、前述の経緯を踏まえ

て当該地を地区商業地、複合利用地とし、Ｃ市と同じく上

位計画の土地利用方針を変更させている。 

 前節で取上げたＦ市も、当該地での商業施設の必要性が

明確化したことを受けて、それと整合するよう都市マス地

域別構想が改訂されており、個別の開発構想を受けた上位

計画の見直しという意味では本節で取上げた事例とも共通

する。こうした未来法に基づく事業を追認する上位計画の

変更は、後の区画整理事業認可や用途地域拡大等を見据え

た対応であり、次節で述べる立適とも深く関係している。 

5-3.立適制度との関係 

 立適を策定したＡ市とＢ市は、工場や流通業務施設誘致

の重点促進区域であるが、Ａ市の立適では同区域での市街

化区域編入が実現した段階で、都市機能誘導区域とする方

針を定めている。同区域内には既に誘導施設とされた大学

研究施設の他、ホテルや誘導施設に相当する託児複合施設

が拠点法の特例措置の適用対象となる研究開発関連施設と

して立地している。未来法の活用が立適制度の運用に直接

影響してはいないが、市街化区域編入後は地域整備法の一

つである拠点法の特例措置で調整区域に立地した施設を根

拠に都市機能誘導区域が指定されるため、未来法に基づく

施設や事業でも同じ事態が生じ得ることが示唆される。 

 そして実際にＤ市は、未来法の特例措置活用を試みたSC

誘致の区画整理事業を根拠に、用途地域拡大のための都市

機能誘導区域の指定を前提とした立適を策定している。SC

が立地する区画整理事業の動きは立適策定の初期段階から

あったため、当初は事業予定地を都市機能誘導区域とする

方針であったが、用途地域外のためその指定が見送られた
(36)。ただ、地方整備局との協議を経て、区画整理事業が具

体化した段階で都市機能誘導区域に指定することを前提と

した市独自の区域である「広域交流地区」を区画整理事業

予定地に指定している。この独自地区は、地区西側に隣接

する居住誘導区域に加えて地区東側の農村地域の居住者の

生活利便性を確保させるためには、当該地での都市機能誘

導区域が必要不可欠との理屈で指定され、後に改訂する都

市マスにも反映されている。また、立適の「広域交流地区」

の存在を重点促進区域の指定理由としたことで、都市機能

誘導区域の指定を試みる立適も未来法による特例措置活用

の根拠とされている。同市の立適ではSCを誘導施設として

はいないが、未来法の適用を並存させ、かつ農村法の特例

措置や財政税制上の支援措置(25)を講じる区域で、誘導施設

に値する施設を誘致するという変則的状況が生じている。 

 一方でＣ市は、未来法を活用して市主導でSCを調整区域

に誘致することが立適制度の趣旨に馴染まないこと、Ｆ市

は先導的都市拠点の事業を総合戦略に位置付ける等、交付

金を得る制度は他にもあることを一つの理由として立適を

策定していない。 

 

６．総括 

 未来法の特例措置も、活用の主たる動機は農振除外手続

きの円滑化と８年縛り対応であり、SC誘致も含めて農活構

想と同じ論理で農振除外手法として活用されていた。農活

構想と異なり、未来法の場合は都計法の特例があるが、Ｃ

市は誘致施設に特例を活用できないとして調整区域地区計

画に取組んでおり、農活構想でも旧10号のイで対応されて

いたこと1)を踏まえると、その特例を適用せずとも事業化

への道は開かれる。未来法が制度化して間もないこともあ

り、特例措置の活用自体は行政主体の発案であるが、事業

は民間主導であり、未来法の制度自体が今後広く定着、周

知されれば、農活構想のように民間サイドから特例措置を

提案されることも容易に想像できる。特例措置が農振除外
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や開発許可の手法として活用される宿命にある以上、かつ

ての農活構想と同じ轍を踏まない活用が望まれ、少なくと

も既往研究1)で提言された対応措置を講じる必要がある。 

 さらに、上位計画と整合した活用がある一方で、事業の

方が先行し未来法でその実現の目処が立ったことで、上位

計画がそれを追認する実態がある。事業ありきの上位計画

と整合した特例措置の活用という意味では、この実態は農

活構想で指摘された知見1)とも共通する。未来法の特例措

置はあくまで農振除外や開発許可の手法に過ぎず、また重

点促進区域の指定という行政お墨付きの事業であれば、な

おのことこの追認は避けなければならない。立適制度によ

り市街地拡散を抑制する制度下でも、重点促進区域で計画

する事業を根拠に、都市機能誘導区域を用途地域外に拡大

する試みもあり、集約型都市政策と矛盾しない制度設計や

運用も考えていく必要がある。そのため、未来法に限らず

地域整備法の特例措置で誘致された（誘致する）施設と上

位計画や立適制度との整合を客観的に判断できる仕組み(37)

等の具体的対応策を講じなければならない。農活構想とそ

の後継制度である27号計画と異なり、未来法には地域整備

法として財政税制上の支援優遇措置も講じられることも考

慮すれば、上記を含めその活用には慎重な対応が望まれる。 
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【補注】 
(1)「農地法施行令第４条第１項第２号ヘ(1)～(5)」の法律を包含する法律 
(2)農振法の通達で平成11年度まで運用。その後は農振法施行規則第４条の
４第１項第27号で定める計画（以下、27号計画）として運用。 

(3)「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法
律」。非製造業投資が三大都市圏へ集中する現状から、経産省が製造業支
援中心の企業立地促進法を改正。 

(4)未来法と同時期に農水省が農村地域工業等導入促進法（以下、農工法）
を改正（「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律」（以下、農村法）
として施行）し、従来の指定５業種（工業、道路貨物運送業、倉庫業、こ
ん包業及び卸売業）に捉われない企業誘致が可能となったが、そのために
は改正法に基づく都道府県基本計画で指定５業種以外の追加規定が必要。 

(5)経産省ホームページ公表（R1.6現在）の未来法基本計画を確認。 
(6)令和元年９～10月実施（一部は電話、窓口訪問等で直接確認、小城市を
除き回答）。必要に応じて重点促進区域図と農振土地利用計画図を収集。 

(7)令和元年12月～令和２年２月実施（必要に応じ農政、企画担当者が同席）。 
(8)ただし、圃場整備事業等の面整備事業の８年未経過は特例措置対象外。 
(9)未来法で定める地域経済牽引事業計画に基づく施設を、開発審査会付議
基準中で規定することで特例扱いの許可を講じる（開発許可制度運用指針
Ⅰ-7-1(12)で定める旧知事指定地に関する基準が平成29年７月に改正）。 

(10)「地域未来投資促進法における土地利用調整計画のガイドライン」経産
省地域経済産業グループ地域未来投資促進室（平成29年９月） 

(11)補注(6)のアンケート調査での複数回答。 
(12)平成11年改正前農振法で言う、いわゆる特別管理に相当する農振除外。 
(13)土地利用調整事項で未来法基本計画様式中の「市街化調整区域における
土地利用の調整に関し必要な事項」を定めない区域。 

(14)未来法第４条第４項 
(15)いずれの上位計画も、未来法基本計画の大臣同意時点を計画期間に含む
計画が対象。「企業誘致を推進する」、「インターチェンジ周辺に企業集積
を図る」といった具体の位置を特定しない言及は含まない。 

(16)うち４市町では既に調整計画の策定を試みており、未来法の取組みが他
自治体より先行している他、同計画策定を試みていないＤ市でも区画整理
事業の検討業務を平成28年度から、農政協議の検討も翌年度から実施。 

(17)調整計画を経て農振除外された農地は、既に土地利用調整が了された農
地として、４ha以上の農地転用でも大臣許可を要しない（Ｅ町では県許可
の農地転用許可事務を委譲されているため、県同意での許可手続きとなる）。 

(18)第４回線引き見直しでの工業地域指定後、工場や流通業務施設が主に立
地したが、一部区画で店舗、飲食店等が立地。 

(19)平成11年改正前農振法で言う、いわゆる一般管理に相当する農振除外。 
(20)地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 
(21)未来法基本方針(平成29年８月)第１へ(３)②｢市街化調整区域における
地域経済牽引事業の用に供する施設｣では、｢流通結節点での食品関連物流
施設、植物工場、生体材料研究施設及び工場｣と｢原材料調達地又は既存施
設近傍の研究施設及び工場｣を、周辺の市街化を促進する懼れがなく、調
整区域内で行うことが困難又は著しく不適当として、国の考えを例示。 

(22)既に農政側と土地利用調整を了しており、市街化区域と隣接するため、
市は既成市街地扱いでの市街化区域指定を検討したが、県は新市街地扱い
での指定とする方針であり、新市街地扱いでは随時編入でもフレームの裏
付けが必要となるため、第７回線引き見直しでは調整区域を維持する予定。 

(23)区画整理事業が予定されている当該地は、過去にSC事業者Ｊ社が個別に
地権者と交渉し、地権者に賃借料を支払う形で農地のまま土地を確保して
いたが、出店計画が平成８年に頓挫した経緯があり、地元地権者は個別の
用地交渉による企業進出に抵抗感がある（補注(7)でのヒアリングより）。 

(24)あわせて改正された「農業振興地域制度に関するガイドライン」でも、
定住促進や雇用の受け皿の確保のみを目的とする等、施設の目的が直接農
業の振興を図るものでない場合には27号計画には馴染まないことを追記。 

(25)個人が事業用地に供するものとして農用地等を譲渡した場合は、不動産
所得税を軽減 (800万円を上限とする特別控除)。 

(26)補注(7) のヒアリングでは、この課題に「農工団地内未利用地の地権者
意向に温度差があること」、「事業化後のフォローアップ調査で農村法が求
める農家３割以上雇用に努力すること」の説明で克服できるとしている。 

(27)農振整備計画の改正（H30.10）に合わせた対応。この農振整備計画に対
して、県からは否定的な指摘は受けていない。 

(28)国土利用計画市町村計画の土地利用構想図に相当する計画 
(29)都市計画区域再編後４年間の人口増加率は、旧線引き都市計画区域の旧
Ｏ村で＋10.4%に対して、旧都市計画区域外の２村はそれぞれ＋2.9%、－
2.8%に低迷。また、旧都市計画区域外では建築基準法集団規定が適用され
た一方で、旧Ｏ村では線引き廃止後に旧調整区域の小学校跡地でSCを誘致。 

(30)用途地域の13％約250ha（うち工業系用途地域に約100ha） 
(31)この白地地域等の土地利用方針については、基礎自治体が提示した方針
案を評価した参考文献6)で詳しく記載。当該地での特定地域の指定方針案
は、旧市の都市マスと整合しない等を理由に反映されなかった。 

(32)総合計画で定めた土地利用構想の実施計画として策定した任意計画 
(33)合併後の都市マスで当該地を産業用地せず抑制基調の方針が示された理
由として、補注(7)のヒアリングでは「当時の経済状況では企業用地ニー
ズが低く、当時の市政では未利用地の活用を最優先としていたこと（Ｂ市）」、
「都市マス策定時に地元の意向を把握した際に、具体の開発要望や開発計
画は新規産業エリアに限られていたこと（Ｅ町）」が挙げられた。 

(34)こうした形骸化した用地選定は参考文献1)の農活構想でも指摘。 
(35)補注(7)のヒアリングでは、都市マスと異なる施設誘致がされても、既
にSC進出計画が公にされた場所であり、将来の商業地として官民ともに広
く認識されていたことが指摘を免れた一要因であると認識している。 

(36)参考文献7)では、用途地域外で都市機能誘導区域を指定する実態が指摘
されているが、当時は農振除外や用途地域指定の協議ができるほど事業の
具体性が乏しかったため、白地誘導区域としての指定を先送りした。 

(37)補注(10)のガイドラインでは、①「市町村都市計画等の各種計画との整
合を図ることの確認」や、②「調和が保たれるべき都市マスには立適の記
載事業が含まれることから、これら記載との整合を図るよう都市計画部局
と調整すること」を規定しているが、いずれも整合を判断する具体的記載
はなく、②は補注(13)の区域には該当しない。 
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